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1.  21年12月期の連結業績（平成21年7月1日～平成21年12月31日） 

（注）平成21年12月期は、決算期変更による６ヶ月の変則決算となるため、増減率は表示しておりません。 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年12月期 4,892 ― △485 ― △465 ― △472 ―
21年6月期 10,277 55.4 792 ― 864 ― 590 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年12月期 △14.09 ― △7.0 △5.1 △9.9
21年6月期 17.60 ― 8.8 8.8 7.7

（参考） 持分法投資損益 21年12月期  ―百万円 21年6月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年12月期 8,328 6,476 77.7 193.07
21年6月期 9,662 6,956 71.9 207.39

（参考） 自己資本   21年12月期  6,476百万円 21年6月期  6,956百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年12月期 △403 △82 △80 1,516
21年6月期 216 △115 △50 2,081

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年6月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
21年12月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年12月期 

（予想）
― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  22年12月期の連結業績予想（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）平成21年12月期は、決算期変更による６ヶ月の変則決算となるため、増減率は表示しておりません。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

950 ― △620 ― △620 ― △680 ― △20.27

通期 12,000 ― 100 ― 100 ― 10 ― 0.29
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、21ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、29ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年12月期 33,784,224株 21年6月期 33,784,224株
② 期末自己株式数 21年12月期  241,848株 21年6月期  241,798株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年12月期の個別業績（平成21年7月1日～平成21年12月31日） 

（注）平成21年12月期は、決算期変更による６ヶ月決算の変則決算となるため、増減率は表示しておりません。 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年12月期 4,235 ― △441 ― △421 ― △430 ―
21年6月期 8,703 192.9 982 ― 1,045 ― 673 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年12月期 △12.83 ―
21年6月期 20.07 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年12月期 7,948 6,522 82.0 194.45
21年6月期 9,297 6,956 74.8 207.39

（参考） 自己資本 21年12月期  6,522百万円 21年6月期  6,956百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績予想につきましては、現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後の様々な要因により
大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、４ページ「１．経営成績（２）次期
の見通し（平成22年１月１日～平成22年12月31日）」をご覧ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度における当社関連市場においては、未曾有の経済危機による需要減退と生産・在庫調整の影響を大

きく受けた2009年前半と比較しますと、主要国が実施した大規模な景気刺激策が奏効したことから、世界経済は穏や

かに回復する方向を示し、特に韓国と台湾の大手パネルメーカーでは、凍結・延期していた設備投資を再開する動き

が見られました。また、中国のテレビメーカーがその豊富な資金力と産学官の連携力を活かして、有機ＥＬディスプ

レイ市場に参入する動きも顕著となりました。 

 一方、太陽電池市場は、所謂スペインショックや経済危機の影響を受け、特にシリコン系太陽電池の需要は一時的

に減退したものの、当社が関わる化合物系薄膜太陽電池市場は、積極的な設備投資計画の発表もあり比較的堅調に推

移しました。 

 当社はこのような状況下、当期を“次なる成長に向けた足場固めの期”と位置づけ、既存顧客への営業強化や中国

での新規顧客の開拓、設計・調達・生産改革の推進、子会社が営むＮＣ工作機械等販売事業の整理などの施策を展開

してまいりました。 

  その結果、当連結会計年度の受注高は73億74百万円となりましたが、前期末の受注残高が44億62百万円であったこ

とと、ＮＣ工作機械等販売事業の売上高が当該事業の段階的廃止の影響で激減し、当連結会計年度の売上高は48億92

百万円になりました。 

  利益面につきましては、当期は特に、新規性が高く利益率の比較的低い大型装置の売上が大きなウェイトを占めた

ことによって売上総利益率が大きく下がり、売上総利益は２億11百万円となりました。販売費及び一般管理費は、子

会社関係の経費減もありましたが次世代装置の研究開発着手に伴う経費増もあり、６億96百万円となりました。 

  この結果、営業損失は４億85百万円、経常損失は４億65百万円、当期純損失は４億72百万円となりました。 

 なお、当連結会計年度は、決算期の変更に伴い６ヶ月決算となっているため、前連結会計年度との比較は行ってお

りません。  

 当連結会計年度の販売実績を事業別に表示すると、下記のとおりであります。  

 （注）当連結会計年度は、決算期の変更に伴い６ヶ月決算となっているため、前連結会計年度との比較は行っておりま

せん。 

  

１．経営成績

区分 金額（千円） 対前期比（％） 

 真空技術応用製品事業  4,235,748  －

 ＮＣ工作機械等販売事業  540,581  －

 その他事業  116,231  －

 合計  4,892,561  －
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(2）次期の見通し（平成22年１月１日～平成22年12月31日） 

 世界経済は、中国特需の息切れ懸念はあるものの景気回復フェーズに移行し、当社関連市場におきましても、特に韓

国や中国における需要の拡大が予想されます。 

 次期（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで）における連結業績見通しとしては、売上高は120億円を見込ん

でおります。しかしながら利益面につきましては、特に大型量産装置における価格競争の激化による影響や製造装置の

大型化・高性能化に対応した開発投資や設備投資による経費増などから、営業利益と経常利益はそれぞれ１億円、当期

純利益は10百万円となる見込みであります。 

  ＜連結業績見通し＞  

 （単位：百万円）

 ※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に与える不確実な要因に係る本資料発

表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性がありま

す。 

  

   売上高 営業利益  経常利益  当期純利益 

平成22年12月期  12,000  100  100  10

平成21年12月期（ご参考） 

(平成21年７月１日～平成21年12月31日)  
 4,892  △485  △465  △472
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(3）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況  

（資産）  

 流動資産は、前連結会計年度末に比べ、12億33百万円減の51億29百万円となりました。これは主に、受取手形及び

売掛金が増加したものの、現金及び預金ならびに仕掛品が減少したことによるものです。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べ、１億１百万円減の31億98百万円となりました。これは主に、有形固定資産

が増加したものの、投資有価証券及び破産更生債権等の投資その他の資産が減少したことによるものです。 

（負債）  

 流動負債は、前連結会計年度末に比べ、８億45百万円減の17億39百万円となりました。これは主に、支払手形及び

買掛金ならびに短期借入金の減少によるものです。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べ、８百万円減の１億12百万円となりました。これは主に、退職給付引当金の

減少によるものです。 

（純資産）  

 純資産は前連結会計年度末に比べ、４億80百万円減の64億76百万円となりました。これは主に、当期純損失４億72

百万円があったことによるものです。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、たな卸資産の減少が

あったものの、売上債権の増加、仕入債務の減少及び税金等調整前当期純損失があったこと等により、前連結会計年

度末に比べ５億65百万円減少し、15億16百万円となりました。 

 当連結会計年度における活動ごとのキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度末において営業活動によって使用した資金は４億３百万円（前連結会計年度は得られた資金２億16

百万円）となりました。 

 これは主に、たな卸資産の減少があったものの、売上債権の増加、仕入債務の減少及び税金等調整前当期純損失が

あったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度末において投資活動によって使用した資金は82百万円（前連結会計年度は使用した資金１億15百万

円）となりました。 

 これは主に、投資有価証券の売却による収入があったものの、有形固定資産の取得による支出があったことによる

ものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度末において財務活動によって使用した資金は80百万円（前連結会計年度は使用した資金50百万円）

となりました。 

 これは主に、短期借入金の返済による支出があったことによるものです。 
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 自己資本比率：自己資本/総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い 

 （注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 （注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

 （注３）キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。 

 （注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。 

 （注５）営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書または連結キャッシュ・フロー計算書に計

上されている「営業活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

 （注６）キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオのうち、平成18年６月期及び平

成20年６月期、平成21年12月期については、営業キャッシュ・フローがマイナスであったため記載を省略して

おります。 

 (4）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社グループの利益配分の基本方針につきましては、当社グループ株主や投資家の皆様への利益還元を経営の重要

課題と考え、財務体質と経営基盤の強化を進め、併せて今後の事業展開を勘案した配当性向と内部留保のバランスを

図るとともに適切なる利益配分に取り組んで参る所存であります。しかしながら、当期につきましては、誠に遺憾な

がら無配とさせて頂きたいと存じます。また次期の配当につきましても、現時点では無配の予想をしております。今

後、業績の推移を勘案して判断させて頂きたく存じます。 

  

  平成18年６月期 平成19年６月期 平成20年６月期 平成21年６月期 平成21年12月期

自己資本比率（％）  25.0  13.0  65.1  71.9  77.7

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 75.8  134.9  176.0  170.0  133.3

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年） 
 －  482.2  －  37.0  －

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
 －  13.5  －  256.4  －
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 当社グループは、当社、親会社１社、連結子会社１社及び非連結子会社で持分法非適用会社２社の構成となり、有機

ＥＬ製造装置及び薄膜太陽電池製造装置を中核とした真空技術応用製品の開発・製造・販売・サービスを行う「真空技

術応用製品事業」、工作機械の仕入・販売・輸出を行う「ＮＣ工作機械等販売事業」及びＦＡシステム・インテグレー

ターとして自動化・効率化等を手掛ける「その他事業」を事業内容としております。 

  

 真空技術応用製品事業     トッキ株式会社 

 ＮＣ工作機械等販売事業   トッキ・インダストリーズ株式会社 

               TOKKI INDUSTRIES VIETNAM CO.,LTD. 

               津上特機（上海）機械貿易有限公司 

 そ  の  他  事  業   トッキ・インダストリーズ株式会社 

                

 当社グループの取引を図示しますと次のとおりです。 

 

 （注）１．※１は連結子会社、※２は非連結子会社で持分法非適用会社であります。 

   ２. 点線は出資の状況を示し、記載のパーセンテージは出資の割合を示しております。 

   ３. ※１は、平成21年５月12日開催の同社臨時取締役会にて、「ＮＣ工作機械等販売事業」を段階的に廃止す

ることを決定し、同年12月末までに海外を含めて同事業の整理を完了する予定でありましたが、平成21年

12月９日開催の当社取締役会にて、※１の取引先への事業譲渡を前提にした提携検討を開始するために、

※１事業の整理完了の日程を延期する決定をいたしました。  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

当社グループは、「最先端技術で未来を切り拓く」をモットーに、エレクトロニクス産業を支えるキーテクノロジ

ーの薄膜技術を応用した革新的な製造装置を提供し、世界のエレクトロニクス産業の繁栄と発展、そして地球環境へ

の負荷低減に貢献していまいります。                   

 当社グループは、創意革新の意識と積極進取の精神で、今後も時代の変化とともに新しい価値を提案し続け、グロ

ーバル優良企業の実現を目指し、企業価値を高めてまいります。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社グループは、企業の成長、収益力向上、資金効率を重視しております。具体的には、独創的技術力の蓄積と圧

倒的競争力を持つ製品の提供や、不断の原価低減活動を通じて、収益力の向上と継続的かつ安定的成長を目指してま

いります。当社は、売上高経常利益率を重要な経営指標とし、その向上を目標としております。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、有機ＥＬや薄膜太陽電池という成長率が高く、市場規模もグローバルかつ大きな可能性を秘めた

先端産業に属しております。このような先端産業にあっては、技術革新が早く常に新しい技術の登場による既存技術

の陳腐化という事業リスクを内包しながらも、全てのステークホルダーに満足していただける収益力と成長力を維持

していかなくてはなりません。そのために、キヤノングループ企業の一員としての強みを活かし、差別化技術の蓄積

とその知的財産化、販売から設計・調達・製造・サービスサポートにいたる全てのプロセスにおける全体最適化など

を通じた企業競争力向上によって、グローバル優良企業を目指してまいります。 

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループの対処すべき課題といたしましては、装置技術の新規性に左右されにくい利益体質の実現と継続的か

つ安定的な成長を達成していく事が最重要であると考えております。これまで推進してきた設計・調達・生産改革を

一段と加速させ、研究開発投資の拡大を通じて自主技術力を大きく向上させることにより、厳しい競争に打ち勝つと

ともに、グローバル優良企業を目指してまいります。  

事業別の課題につきましては、以下の通りであります。  

 ① 真空技術応用製品事業 

 1. 有機ＥＬ製造装置 

 ・ 有機ＥＬ製造装置においては、高性能化と低価格化を求める顧客ニーズに対して、差別化技術の蓄積とパ

ネルメーカーやベンダーとの多面的な協業の推進により、革新的な製造装置システムの提案を強化してま

いります。  

 2. 薄膜太陽電池製造装置 

 ・ 薄膜太陽電池製造装置においては、顧客ニーズに応えうる新技術の開発と品質の向上によって、受注の拡

大を目指してまいります。  

 3. その他の製造装置 

 ・ 水晶デバイス業界並びに電子部品業界向けにインラインスパッタリング装置やＣＶＤ装置等の市場投入を

促進してまいります。 

 4. サービス・サポート体制 

 ・ 市場の拡大に対応した拠点整備等により、国内外の顧客に対するサービス・サポート力を強化してまいり

ます。 

  ②  その他事業 

 ＦＡシステム・インテグレーター事業の収益力向上を目指して、事業の再構築を推進してまいります。 

当社グループは、上記に掲げた事業別課題の達成により、高収益体質の実現と顧客満足度の向上を通じて、顧客感

動の実現に一丸となって取り組んでまいります。 

(5）内部管理体制の整備・運用状況 

 当該事項につきましては、コーポレート・ガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え

方及びその整備状況」に記載しております。  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,081,123 1,516,056

受取手形及び売掛金 876,036 ※3  2,286,740

商品及び製品 22,447 19,075

仕掛品 3,157,991 1,163,838

原材料及び貯蔵品 41,756 24,306

その他 192,403 151,596

貸倒引当金 △9,082 △31,987

流動資産合計 6,362,676 5,129,626

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,857,486 2,882,149

減価償却累計額 ※2  △1,043,054 ※2  △1,088,341

建物及び構築物（純額） 1,814,431 1,793,807

機械装置及び運搬具 371,208 378,587

減価償却累計額 △237,265 △255,420

機械装置及び運搬具（純額） 133,942 123,167

土地 859,025 859,025

建設仮勘定 123,473 208,019

その他 155,172 156,448

減価償却累計額 △111,584 △117,617

その他（純額） 43,588 38,831

有形固定資産合計 2,974,461 3,022,850

無形固定資産 53,995 48,260

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  81,735 17,052

その他 ※1  297,106 ※1  215,712

貸倒引当金 △107,414 △104,995

投資その他の資産合計 271,426 127,770

固定資産合計 3,299,883 3,198,881

資産合計 9,662,560 8,328,508
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,054,044 ※3  1,294,615

短期借入金 80,000 －

未払法人税等 18,756 16,887

未払消費税等 － 111,465

前受金 22,732 29,837

受注損失引当金 － 9,922

製品保証引当金 78,709 20,409

事業構造改善引当金 74,119 43,601

その他 256,382 212,884

流動負債合計 2,584,744 1,739,623

固定負債   

繰延税金負債 5,574 946

退職給付引当金 97,031 89,532

役員退職慰労引当金 18,609 22,245

その他 － 108

固定負債合計 121,215 112,832

負債合計 2,705,960 1,852,456

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,572,646 6,572,646

資本剰余金 4,697,561 4,697,561

利益剰余金 △4,124,497 △4,597,385

自己株式 △197,301 △197,317

株主資本合計 6,948,409 6,475,504

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 8,189 547

評価・換算差額等合計 8,189 547

純資産合計 6,956,599 6,476,052

負債純資産合計 9,662,560 8,328,508
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（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 10,277,602 4,892,561

売上原価 ※1  8,028,905 ※1, ※5  4,681,429

売上総利益 2,248,697 211,131

販売費及び一般管理費   

販売手数料 105,823 6,096

給料及び手当 456,168 203,350

退職給付費用 71,775 14,881

役員退職慰労引当金繰入額 9,887 4,541

研究開発費 ※1  197,928 ※1  168,480

その他 614,764 298,894

販売費及び一般管理費合計 1,456,349 696,244

営業利益又は営業損失（△） 792,347 △485,112

営業外収益   

受取利息 10,111 10,870

受取配当金 3,026 959

仕入割引 2,561 －

助成金収入 14,407 7,440

業務受託料 19,982 －

投資事業組合運用益 5,800 －

その他 20,552 2,218

営業外収益合計 76,441 21,489

営業外費用   

支払利息 718 506

手形売却損 － 89

減価償却費 － 1,104

支払手数料 698 －

為替差損 512 0

貸倒引当金繰入額 2,424 －

その他 356 －

営業外費用合計 4,710 1,701

経常利益又は経常損失（△） 864,079 △465,325

特別利益   

投資有価証券売却益 3,264 14,663

役員退職慰労引当金戻入額 660 －

役員報酬返上益 3,799 －

特別利益合計 7,723 14,663
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年12月31日) 

特別損失   

投資有価証券評価損 29,913 －

固定資産除却損 ※2  4,021 ※2  10,383

抱合せ株式消滅差損 － 2,421

本社移転費用 － 4,741

関係会社出資金評価損 16,222 －

関係会社株式評価損 3,166 －

貸倒引当金繰入額 102,582 －

減損損失 ※3  39,752 －

事業構造改善引当金繰入額 ※4  74,119 －

特別損失合計 269,777 17,545

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

602,025 △468,208

法人税、住民税及び事業税 8,469 4,761

法人税等調整額 2,923 △81

法人税等合計 11,392 4,680

当期純利益又は当期純損失（△） 590,632 △472,888
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 6,572,646 6,572,646

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,572,646 6,572,646

資本剰余金   

前期末残高 4,697,561 4,697,561

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,697,561 4,697,561

利益剰余金   

前期末残高 △4,715,129 △4,124,497

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 590,632 △472,888

当期変動額合計 590,632 △472,888

当期末残高 △4,124,497 △4,597,385

自己株式   

前期末残高 △197,271 △197,301

当期変動額   

自己株式の取得 △29 △16

当期変動額合計 △29 △16

当期末残高 △197,301 △197,317

株主資本合計   

前期末残高 6,357,806 6,948,409

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 590,632 △472,888

自己株式の取得 △29 △16

当期変動額合計 590,602 △472,905

当期末残高 6,948,409 6,475,504
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年12月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 8,576 8,189

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △386 △7,642

当期変動額合計 △386 △7,642

当期末残高 8,189 547

評価・換算差額等合計   

前期末残高 8,576 8,189

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △386 △7,642

当期変動額合計 △386 △7,642

当期末残高 8,189 547

純資産合計   

前期末残高 6,366,383 6,956,599

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 590,632 △472,888

自己株式の取得 △29 △16

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △386 △7,642

当期変動額合計 590,216 △480,547

当期末残高 6,956,599 6,476,052
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△） 602,025 △468,208

減価償却費 248,157 108,328

減損損失 39,752 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 110,325 20,485

受注損失引当金の増減額（△は減少） △17,711 9,922

製品保証引当金の増減額（△は減少） 78,709 △58,300

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） 74,119 △26,741

退職給付引当金の増減額（△は減少） 74,081 △7,498

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,516 3,636

受取利息及び受取配当金 △13,137 △11,830

支払利息 718 506

固定資産除却損 4,021 10,383

投資有価証券売却損益（△は益） △3,264 △14,663

投資有価証券評価損益（△は益） 29,913 －

関係会社株式評価損 3,166 －

関係会社出資金評価損 16,222 －

保険解約損益（△は益） △5,175 －

抱合せ株式消滅差損益（△は益） － 2,421

売上債権の増減額（△は増加） 1,196,778 △1,410,678

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,176,789 2,015,584

未収消費税等の増減額（△は増加） 26,959 99,897

前渡金の増減額（△は増加） － △120,158

破産更生債権等の増減額（△は増加） － 43,953

仕入債務の増減額（△は減少） △12,283 △756,861

未払消費税等の増減額（△は減少） － 111,088

前受金の増減額（△は減少） △822,839 7,105

その他 △247,834 33,346

小計 211,431 △408,279

利息及び配当金の受取額 14,564 12,181

利息の支払額 △842 △534

法人税等の支払額 △9,017 △6,887

営業活動によるキャッシュ・フロー 216,135 △403,520
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △144,757 △150,778

無形固定資産の取得による支出 △8,281 △6,550

投資有価証券の取得による支出 △3,526 △160

投資有価証券の売却による収入 22,872 67,235

保険積立金の積立による支出 △662 －

保険積立金の解約による収入 16,008 －

その他 2,779 7,264

投資活動によるキャッシュ・フロー △115,567 △82,988

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △50,000 △80,000

自己株式の取得による支出 △29 △16

財務活動によるキャッシュ・フロー △50,029 △80,016

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 50,538 △566,525

現金及び現金同等物の期首残高 2,030,584 2,081,123

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 1,459

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,081,123 ※1  1,516,056
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該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に関する事項

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
前連結会計年度 

（平成20年７月１日から 
平成21年６月30日まで） 

当連結会計年度 
（平成21年７月１日から 

平成21年12月31日まで） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 １社   

連結子会社の名称   

トッキ・インダストリーズ株式会社 

(1）連結子会社の数 １社   

同左 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

株式会社トッキテクニカ 

TOKKI INDUSTRIES VIETNAM CO.,LTD. 

津上特機（上海）機械貿易有限公司 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

TOKKI INDUSTRIES VIETNAM CO.,LTD. 

津上特機（上海）機械貿易有限公司 

  （連結の範囲から除いた理由） 

  上記の株式会社トッキテクニカ、

TOKKI INDUSTRIES VIETNAM CO.,LTD.及

び津上特機（上海）機械貿易有限公司に

ついては、小規模であり、総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 上記のTOKKI INDUSTRIES VIETNAM 

CO.,LTD.及び津上特機（上海）機械貿易

有限公司については、小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためでありま

す。 

２．持分法の適用に関する事

項 

  持分法を適用していない非連結子会社

（株式会社トッキテクニカ、TOKKI  

INDUSTRIES VIETNAM CO.,LTD.及び津上特

機（上海）機械貿易有限公司）及び関連会

社（津特機械貿易（上海）有限公司）は、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適用範囲から除

外しております。 

  持分法を適用していない非連結子会社

（TOKKI INDUSTRIES VIETNAM CO.,LTD.及

び津上特機（上海）機械貿易有限公司）

は、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

  連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

 その他有価証券のうち時価のあるもの

については期末日の市場価格等に基づく

時価法により評価し、評価差額は全部純

資産直入法による処理によっておりま

す。また、売却原価は総平均法により算

定しております。時価のないものについ

ては総平均法による原価法によっており

ます。 

イ 有価証券 

同左 
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前連結会計年度 

（平成20年７月１日から 
平成21年６月30日まで） 

当連結会計年度 
（平成21年７月１日から 

平成21年12月31日まで） 

  ロ たな卸資産 

 商品（ただし、補修用部品は先入先出

法に基づく原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定））及び仕掛品は個別法に基づ

く原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算

定）、原材料は移動平均法に基づく原価

法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）によ

っております。 

ロ たな卸資産 

 商品（ただし、補修用部品は先入先出

法に基づく原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定））及び仕掛品は個別法に基づ

く原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算

定）、原材料は移動平均法に基づく原価

法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）によ

っております。 

  （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号 平成18年７月５日公表分）を適用し

ております。 

 これにより損益に与える影響はありま

せん。 

  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法によっております。 

但し、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法によっております。 

イ 有形固定資産 

定率法によっております。 

但し、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法によっております。 

  （追加情報） 

 当社及び連結子会社は、当連結会計年

度より、平成20年度の法人税法の改正を

契機として資産の利用状況を見直した結

果、機械装置の耐用年数を変更しており

ます。 

 これにより、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞれ

11,629千円減少しております。  

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

  

  ロ 無形固定資産 

定額法によっております。 

  なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

ロ 無形固定資産 

同左 
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前連結会計年度 

（平成20年７月１日から 
平成21年６月30日まで） 

当連結会計年度 
（平成21年７月１日から 

平成21年12月31日まで） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務の見

込額及び年金資産の額に基づき計上して

おります。 

ロ 退職給付引当金 

同左 

  ハ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

ハ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ニ 受注損失引当金 

  受注案件に係る将来の損失に備えるた

め、当連結会計年度末における受注案件

のうち、損失の発生が見込まれ、かつそ

の金額を合理的に見積もることができる

ものについて、その損失見込額を計上し

ております。 

ニ 受注損失引当金 

同左 

  ホ 製品保証引当金 

 当社及び連結子会社が納入した製品及

び商品の無償サービス費用の将来の支出

に備えるため、今後発生すると見込まれ

る金額を引当計上しております。 

ホ 製品保証引当金 

同左 

  ヘ 事業構造改善引当金 

 連結子会社に係る事業の一部廃止等を

含めた事業構造の見直しに伴い、今後発

生が見込まれる費用について、合理的に

見積もられる金額を計上しております。

ヘ 事業構造改善引当金 

同左 
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前連結会計年度 

（平成20年７月１日から 
平成21年６月30日まで） 

当連結会計年度 
（平成21年７月１日から 

平成21年12月31日まで） 

(4）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。また、振当処理の要件を満たして

いる為替予約については振当処理を採

用しております。 

────── 

  

  ロ ヘッジ方針、ヘッジ対象とヘッジ手段

  主に当社の内規である「外国為替等

取引におけるヘッジ取引に関する取扱

規則」にもとづき、為替変動リスクを

ヘッジしております。当連結会計年度

にヘッジ会計を適用したヘッジ対象と

ヘッジ手段は以下のとおりでありま

す。 

  

   ヘッジ対象：外貨建売上債権 

 ヘッジ手段：為替予約 

  

  

  ハ  有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の

相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計額を比較し、その変動額の比率

によって有効性を評価しております。

 なお、当期はすべて、振当処理によ

っているため、為替予約については、

有効性の評価を省略しております。 

  

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は税抜方式によって

おります。 

  消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

７．連結決算期の変更に関す

る事項 

──────  当社では、平成21年９月29日開催の第

42期定時株主総会において定款の一部変

更が決議され、決算期を変更いたしまし

た。 

 したがって、決算期の変更の経過期間

となる平成21年12月期は、平成21年７月

１日から平成21年12月31日までの６ヶ月

決算であります。 

 また、これに伴い連結子会社であるト

ッキ・インダストリーズ株式会社も同様

の決算期の変更を行っております。  
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（平成20年７月１日から 
平成21年６月30日まで） 

当連結会計年度 
（平成21年７月１日から 

平成21年12月31日まで） 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。 

 なお、リース取引開始日が会計基準適用前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。 

 これにより損益に与える影響はありません。  

（工事契約に関する会計基準） 

 受注案件に係る収益の計上基準については、従来、工事

完成基準を適用しておりましたが、当連結会計年度より

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平

成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27

日）を適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から、

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。 

 これにより損益に与える影響はありません。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。  

  

（退職給付会計に係る会計基準の一部改正（その３）の適

用） 

 当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」の一

部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年７月31

日）を適用しております。 

 なお、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務の

差額は、当連結会計年度において一括損益処理しており、

この結果、従来の方法に比べて営業損失、経常損失および

税金等調整前当期純損失が3,172千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。  
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表示方法の変更

前連結会計年度 
（平成20年７月１日から 
平成21年６月30日まで） 

当連結会計年度 
（平成21年７月１日から 

平成21年12月31日まで） 

（連結貸借対照表） 

１．「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年

度において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から、「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、

前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び

製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ

122,846千円、1,900,530千円、22,029千円であります。

────── 

  

２．前連結会計年度まで、固定資産の「その他」に含めて

表示しておりました「建設仮勘定」は、金額的重要性が

増したため、区分掲記しております。なお、前連結会計

年度の「建設仮勘定」は、589千円であります。 

  

３．前連結会計年度まで、流動負債の「その他」に含めて

表示しておりました「製品保証引当金」は、重要性が増

したため、区分掲記しております。なお、前連結会計年

度の「製品保証引当金」は、90,800千円であります。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「為替差損益

（△は益）」は、当連結会計年度において、金額的重要

性が乏しくなったため「その他」に含めております。 

 なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている「為

替差損益（△は益）」は512千円であります。 

────── 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年６月30日現在） 

当連結会計年度 
（平成21年12月31日現在） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の通り

であります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の通り

であります。 

関係会社株式 0千円

関係会社出資金 20,466千円

関係会社出資金 13,254千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示

しております。 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示

しております。 

          ────── ※３ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度の末日は金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しております。

当連結会計年度末日満期手形の金額は、次の通りであ

ります。 

  受取手形 177千円

支払手形 1,288千円

 ４ 輸出信用状付荷為替手形割引高 21,176千円  ４ 輸出信用状付荷為替手形割引高 11,000千円

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（平成20年７月１日から 
平成21年６月30日まで） 

当連結会計年度 
（平成21年７月１日から 

平成21年12月31日まで） 

※１  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額は、 千円であります。 197,928

※１  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額は、 千円であります。 168,480

※２ 固定資産除却損の内容は次の通りであります。 

建物及び構築物 1,480千円

機械装置及び運搬具 916千円

建設仮勘定 589千円

その他 1,034千円

※２ 固定資産除却損の内容は次の通りであります。 

建物及び構築物 3,470千円

機械装置及び運搬具 6,906千円

その他 6千円

※３ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上いたしました。 

 当社グループは事業拠点別に資産をグループ化し、

減損の判定を行うことを基本としております。上記資

産は、連結子会社に係る事業の一部廃止に伴い、当該

資産グループの回収可能額まで減額し、減損損失を計

上しております。 

なお、これらの資産グループの回収可能額は正味売

却価額により測定しており、建物及び土地等について

は不動産鑑定士の鑑定評価額により評価しておりま

す。   

場所 用途 種類  減損損失 

長野県諏訪市 

  

営業所 

  

建物及び構築物 千円 6,456

土地 千円 33,295

          ────── 

  

※４ 事業構造改善引当金繰入額は、連結子会社に係る事

業の一部廃止等を含めた事業構造の見直しに伴い、今

後発生が見込まれる割増退職金等の費用について、合

理的に見積もられる金額を計上しております。 

          ────── 

          ──────  ※５ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、当該切下額は 千円であります。 3,100

23

トッキ㈱(9813)平成21年12月期決算短信



 前連結会計年度（自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）増加数の内訳は次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取による増加                 100株 

  

 当連結会計年度（自 平成21年７月１日 至 平成21年12月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）増加数の内訳は次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取による増加                 株  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  33,784,224  －  －  33,784,224

合計  33,784,224  －  －  33,784,224

自己株式         

   普通株式（注）  241,698  100  －  241,798

合計  241,698  100  －  241,798

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  33,784,224  －  －  33,784,224

合計  33,784,224  －  －  33,784,224

自己株式         

   普通株式（注）  241,798  50  －  241,848

合計  241,798  50  －  241,848

50

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（平成20年７月１日から 
平成21年６月30日まで） 

当連結会計年度 
（平成21年７月１日から 

平成21年12月31日まで） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 千円2,081,123

現金及び現金同等物 千円2,081,123

現金及び預金勘定 千円1,516,056

現金及び現金同等物 千円1,516,056
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決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

（リース取引関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）
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前連結会計年度（平成20年７月１日から平成21年６月30日まで） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．追加情報 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 当社及び連結子会社は、当連結会計年度より、平成20年度の法人税法の改正を契機として資産の利用状況

を見直した結果、機械装置の耐用年数を変更しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、

当連結会計年度の営業利益が、真空技術応用製品事業で11,629千円減少しております。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
真空技術応
用製品事業 
（千円） 

ＮＣ工作機械

等販売事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益                                    

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  8,703,763  1,195,715  378,124  10,277,602  －  10,277,602

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  20,922  －  20,922  △20,922  －

計  8,703,763  1,216,638  378,124  10,298,525  △20,922  10,277,602

営業費用  7,721,453  1,408,490  376,233  9,506,177  △20,922  9,485,254

営業利益（又は営業損失

（△）） 
 982,309  △191,852  1,890  792,347  －  792,347

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
                                   

資産  9,152,024  487,825  23,421  9,663,271  △711  9,662,560

減価償却費  245,407  2,645  103  248,157  －  248,157

減損損失  －  39,752  －  39,752  －  39,752

資本的支出  152,528  510  －  153,038  －  153,038

事業区分 主要製品 

真空技術応用製品事業 真空技術応用製品 

ＮＣ工作機械等販売事業 ＮＣ工作機械等商品 

その他事業 ＦＡ製品 
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当連結会計年度（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

  

３．会計処理方法の変更  

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「工

事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。 

 これによりセグメント情報に与える影響はありません。  

  

（退職給付に係る会計基準の変更） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「退

職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年７月31日）を適用しており

ます。この結果、従来の方法に比べて営業損失が、真空技術応用製品事業で2,322千円、ＮＣ工作機械等販

売事業で849千円減少しております。 

  

前連結会計年度（平成20年７月１日から平成21年６月30日まで） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。  

  
真空技術応
用製品事業 
（千円） 

ＮＣ工作機械

等販売事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益                                    

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  4,235,748  540,581  116,231  4,892,561  －  4,892,561

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  4,235,748  540,581  116,231  4,892,561  －  4,892,561

営業費用  4,677,309  575,418  124,947  5,377,674  －  5,377,674

営業利益（又は営業損失

（△）） 
 △441,560  △34,836  △8,715  △485,112  －  △485,112

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
                                   

資産  7,803,573  510,812  13,171  8,327,557  △49  8,327,508

減価償却費  106,933  1,308  86  108,328  －  108,328

減損損失  －  －  －  －  －  －

資本的支出  163,245  420  429  164,096  －  164,096

事業区分 主要製品 

真空技術応用製品事業 真空技術応用製品 

ＮＣ工作機械等販売事業 ＮＣ工作機械等商品 

その他事業 ＦＡ製品 

ｂ．所在地別セグメント情報
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前連結会計年度（平成20年７月１日から平成21年６月30日まで） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

 (1）アジア…台湾、韓国、ベトナム、中国、インドネシア、タイ 

 (2）ヨーロッパ…イギリス、ドイツ 

 (3）北米…アメリカ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

 (1）アジア…台湾、韓国、ベトナム、中国、フィリピン、タイ 

 (2）ヨーロッパ…イギリス、ドイツ 

 (3）北米…アメリカ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

  

ｃ．海外売上高

  アジア ヨーロッパ 北米 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  4,064,283  18,532  124,210  4,207,026

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  －  10,277,602

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
 39.5  0.1  1.2  40.9

  アジア ヨーロッパ 北米 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  2,570,443  6,159  298  2,576,901

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  －  4,892,561

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
 52.5  0.1  0.0  52.6

（関連当事者情報）
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 （注） １株当たり当期純利益金額または１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）１．当連結会計年度末までに失効により188個減少し、112個になっております。 

 ２．当該新株予約権は、平成21年９月29日をもちまして、権利行使期間満了となり、これに伴って未行使の権利

112個が消滅いたしました。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（平成20年７月１日から 
平成21年６月30日まで） 

当連結会計年度 
（平成21年７月１日から 

平成21年12月31日まで） 

１株当たり純資産額 円 銭207 39

１株当たり当期純利益金額 円 銭17 60

１株当たり純資産額 円 銭193 7

１株当たり当期純損失金額 円 銭14 9

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式は存在しないた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

（平成20年７月１日から 
平成21年６月30日まで） 

当連結会計年度 
（平成21年７月１日から 

平成21年12月31日まで） 

当期純利益または当期純損失（△） 

（千円） 
 590,632  △472,888

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益または当期純損

失（△）（千円） 
 590,632  △472,888

期中平均株式数（株）  33,542,489  33,542,414

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要  

① 平成16年９月29日定時株主総会

決議 新株予約権(ストックオプ

ション)新株予約権   個。 

（注）１. 

300

① 平成16年９月29日定時株主総会

決議 新株予約権(ストックオプ

ション)新株予約権   個。 

（注）２. 

300

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（平成20年７月１日から 
平成21年６月30日まで） 

当連結会計年度 
（平成21年７月１日から 

平成21年12月31日まで） 

 当社の連結子会社でありますトッキ・インダストリーズ

株式会社は、平成21年５月12日開催の同社臨時取締役会

にて、同社の100%子会社である株式会社トッキテクニカ

を合併し、存続会社をトッキ・インダストリーズ株式会

社とする旨を決議し、平成21年７月１日付で合併いたし

ました。 

１．合併の目的  

当社が強力に推進している経営構造改革の一環とし

て、間接部門の整理統合による経費削減や業務効率の改

善などを目的としたものであります。 

２．合併の要旨 

① 合併期日（効力発生日） 

平成21年７月１日  

② 合併方式  

トッキ・インダストリーズ株式会社を存続会社とす

る吸収合併方式とし、合併と同時に株式会社トッキテ

クニカは解散いたしました。 

③ 合併比率  

当社の子会社同士の合併であるため、合併比率の取

り決めはありません。また、合併による新株式の発行

および資本金の額の増加はありません。 

────── 
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前連結会計年度 
（平成20年７月１日から 
平成21年６月30日まで） 

当連結会計年度 
（平成21年７月１日から 

平成21年12月31日まで） 

④ 会計処理の概要  

本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計

審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準委員会 企業会計適用指針第10号 平成19年11

月15日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理

しております。  

⑤ 合併当事会社の概要 

（合併会社） 

商号 トッキ・インダストリーズ株式会社 

事業内容 ＮＣ工作機械等販売事業並びにＦＡシステ

ムインテグレーター事業 

設立年月 平成16年１月 

本店所在地 東京都中央区銀座７丁目15番５号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 角田 勉 

資本金の額 400,000千円 

発行済株式総数 8,000株 

大株主および持株比率 トッキ株式会社100% 

純資産 145,108千円  

総資産 511,247千円 

売上高 1,594,762千円 

当期純利益  △337,735千円 

決算期  ６月30日 

※資本金、純資産、総資産、売上高及び当期純利益の金

額は、平成21年６月期のものを記載しております。 

（被合併会社） 

商号 株式会社トッキテクニカ 

事業内容 ＦＡシステムインテグレーター事業 

設立年月 平成８年２月 

本店所在地 東京都中央区銀座７丁目15番５号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 相澤 秀昭 

資本金の額 10,000千円 

発行済株式総数 200株 

大株主および持株比率 トッキ・インダストリーズ株

式会社100% 

純資産 4,803千円  

総資産 19,362千円 

売上高 187,650千円 

当期純利益  1,412千円 

決算期  ３月31日 

※資本金、純資産、総資産、売上高及び当期純利益の金

額は、平成21年３月期のものを記載しております。 

⑥ 取引の引継 

株式会社トッキテクニカの平成21年７月１日現在の

貸借対照表、その他同日現在の計算を基礎とし、一切

の資産、負債および権利義務をトッキ・インダストリ

ーズ株式会社に引継ぎをいたしました。 

⑦ 合併後の状況  

合併後のトッキ・インダストリーズ株式会社の商

号、事業内容、本店所在地、資本金及び決算期は変更

ありません。  

────── 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,041,142 1,442,464

受取手形 151,616 85,790

売掛金 433,194 1,892,350

仕掛品 3,157,991 1,149,489

原材料及び貯蔵品 38,788 19,824

前渡金 － 100,000

前払費用 59,849 16,058

未収消費税等 96,580 －

その他 7,512 4,822

貸倒引当金 △8,820 △31,700

流動資産合計 5,977,855 4,679,101

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,673,830 2,713,018

減価償却累計額 △898,491 △951,903

建物（純額） 1,775,338 1,761,115

構築物 85,327 85,327

減価償却累計額 △62,448 △64,688

構築物（純額） 22,878 20,638

機械及び装置 369,393 376,259

減価償却累計額 △235,505 △253,624

機械及び装置（純額） 133,888 122,635

車両運搬具 1,065 1,578

減価償却累計額 △1,033 △1,065

車両運搬具（純額） 31 513

工具、器具及び備品 135,531 141,788

減価償却累計額 △93,525 △104,358

工具、器具及び備品（純額） 42,005 37,429

土地 842,569 842,569

建設仮勘定 123,473 208,019

有形固定資産合計 2,940,186 2,992,920

無形固定資産   

商標権 5,906 6,009

ソフトウエア 43,050 37,236

電話加入権 4,076 4,076

その他 711 671

無形固定資産合計 53,745 47,994
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年12月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 49,814 9,275

関係会社株式 145,108 145,108

出資金 571 571

従業員に対する長期貸付金 850 250

破産更生債権等 191,100 147,147

長期前払費用 2,524 1,986

敷金及び保証金 40,359 29,319

その他 0 0

貸倒引当金 △104,982 △104,992

投資その他の資産合計 325,345 228,665

固定資産合計 3,319,277 3,269,580

資産合計 9,297,133 7,948,682

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,781,143 109,696

買掛金 129,131 883,739

未払金 124,655 104,126

未払費用 75,832 50,934

未払法人税等 18,756 16,014

未払消費税等 － 111,465

前受金 9,082 －

預り金 32,661 33,719

受注損失引当金 － 9,380

製品保証引当金 78,286 19,985

その他 45 46

流動負債合計 2,249,593 1,339,107

固定負債   

繰延税金負債 1,877 －

退職給付引当金 76,850 70,911

役員退職慰労引当金 12,211 16,108

その他 － 108

固定負債合計 90,939 87,127

負債合計 2,340,533 1,426,235

32

トッキ㈱(9813)平成21年12月期決算短信



（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,572,646 6,572,646

資本剰余金   

資本準備金 4,697,561 4,697,561

資本剰余金合計 4,697,561 4,697,561

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △4,119,065 △4,549,595

利益剰余金合計 △4,119,065 △4,549,595

自己株式 △197,301 △197,317

株主資本合計 6,953,841 6,523,295

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,758 △848

評価・換算差額等合計 2,758 △848

純資産合計 6,956,599 6,522,446

負債純資産合計 9,297,133 7,948,682

33

トッキ㈱(9813)平成21年12月期決算短信



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年12月31日) 

売上高 8,703,763 4,235,748

売上原価   

当期製品製造原価 6,616,881 4,095,292

製品売上原価 6,616,881 4,095,292

売上総利益 2,086,881 140,456

販売費及び一般管理費   

販売手数料 116,816 －

運賃諸掛 682 400

広告宣伝費 14,281 4,672

貸倒引当金繰入額 8,680 22,890

役員報酬 82,602 49,537

給料及び手当 284,822 143,992

退職給付費用 39,032 10,909

役員退職慰労引当金繰入額 7,793 3,896

法定福利費 37,164 17,527

交際費 2,679 2,182

旅費及び交通費 47,638 28,060

通信費 12,940 6,148

賃借料 24,228 11,815

減価償却費 40,278 11,151

研究開発費 197,928 168,480

顧問料 － 39,875

その他 187,003 60,477

販売費及び一般管理費合計 1,104,571 582,016

営業利益又は営業損失（△） 982,309 △441,560

営業外収益   

受取利息 9,790 10,838

受取配当金 1,600 －

助成金収入 14,407 7,440

仕入割引 564 －

業務受託料 19,982 －

投資事業組合運用益 5,800 －

その他 11,919 1,624

営業外収益合計 64,063 19,902

営業外費用   

支払手数料 698 －

為替差損 118 －

その他 256 －

営業外費用合計 1,073 －

経常利益又は経常損失（△） 1,045,300 △421,657
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年12月31日) 

特別利益   

投資有価証券売却益 3,264 10,546

特別利益合計 3,264 10,546

特別損失   

投資有価証券評価損 6,700 －

固定資産除却損 4,013 10,376

関係会社株式評価損 254,891 －

貸倒引当金繰入額 102,582 －

本社移転費用 － 4,741

特別損失合計 368,187 15,117

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 680,376 △426,229

法人税、住民税及び事業税 6,900 4,300

法人税等合計 6,900 4,300

当期純利益又は当期純損失（△） 673,476 △430,529
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 6,572,646 6,572,646

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,572,646 6,572,646

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 4,697,561 4,697,561

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,697,561 4,697,561

資本剰余金合計   

前期末残高 4,697,561 4,697,561

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,697,561 4,697,561

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △4,792,542 △4,119,065

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 673,476 △430,529

当期変動額合計 673,476 △430,529

当期末残高 △4,119,065 △4,549,595

利益剰余金合計   

前期末残高 △4,792,542 △4,119,065

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 673,476 △430,529

当期変動額合計 673,476 △430,529

当期末残高 △4,119,065 △4,549,595

自己株式   

前期末残高 △197,271 △197,301

当期変動額   

自己株式の取得 △29 △16

当期変動額合計 △29 △16

当期末残高 △197,301 △197,317

株主資本合計   

前期末残高 6,280,394 6,953,841
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 673,476 △430,529

自己株式の取得 △29 △16

当期変動額合計 673,447 △430,545

当期末残高 6,953,841 6,523,295

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 3,309 2,758

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △550 △3,607

当期変動額合計 △550 △3,607

当期末残高 2,758 △848

評価・換算差額等合計   

前期末残高 3,309 2,758

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △550 △3,607

当期変動額合計 △550 △3,607

当期末残高 2,758 △848

純資産合計   

前期末残高 6,283,703 6,956,599

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 673,476 △430,529

自己株式の取得 △29 △16

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △550 △3,607

当期変動額合計 672,896 △434,152

当期末残高 6,956,599 6,522,446
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該当事項はありません。 

  

(1）役員の異動 

① 代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

  

② その他の役員の異動  

・新任監査役候補 

 （社外）監査役 山田雅且（現 キヤノン株式会社 経理本部グローバル経理統括センター経理部部長） 

・退任予定監査役 

 （社外）監査役 佐々木泰蔵 

  

③ 就任予定日 

平成22年3月25日  

  

(2）生産、受注及び販売の状況 

① 生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．当連結会計年度は、決算期の変更に伴い６ヶ月決算となっているため、前連結会計年度との比較は行ってお

りません。  

  

② 受注実績 

 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．当連結会計年度は、決算期の変更に伴い６ヶ月決算となっているため、前連結会計年度との比較は行ってお

りません。 

③ 販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．当連結会計年度は、決算期の変更に伴い６ヶ月決算となっているため、前連結会計年度との比較は行ってお

りません。 

継続企業の前提に関する事項

６．その他

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前期比（％） 

真空技術応用製品事業  4,235,748  －

ＮＣ工作機械等販売事業   －  －

その他事業   107,551  －

合計  4,343,300  －

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前期比（％） 受注残高（千円） 前期比（％） 

真空技術応用製品事業  6,929,355  －  6,821,971  －

ＮＣ工作機械等販売事業   342,838  －  48,263  －

その他事業   102,121  －  74,178  －

合計  7,374,315  －  6,944,413  －

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前期比（％） 

真空技術応用製品事業  4,235,748  －

ＮＣ工作機械等販売事業   540,581  －

その他事業  116,231  －

合計  4,892,561  －
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